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第１０期玉名市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定支援業務に係る 

アンケート調査仕様書 

 

１ 業務内容 

  玉名市（以下、「委託者」という）が第１０期玉名市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画

策定支援業務を委託し、その業務を受託する者（以下、「受託者」という）は、市民等を対象と

した実態調査内容の設計から調査の実施、結果の集計及び分析、報告書の作成までの次に掲げ

る業務を一括で行うものとする。 

 

２ アンケート調査の実施 

（１）アンケートの種類 

番号 種 類 名 対 象 調査件数 内 容 調査方法 

１ 

介護予防・日常

生活圏域ニー

ズ調査 

・一般高齢者 

・要支援認定者 
2,300人 

必須項目とオ

プション項目 

（市の独自項

目含む） 

・郵送による配

布、回収 

２ 
在宅介護実態

調査 

・要支援認定者 

・要介護認定者 

（更新・区分変更

申請をしている

人と家族等介護

者） 

1,200人 

基本調査項目

とオプション

項目 

・郵送による配

布、回収 

 

３ 
在宅生活改善

調査 

・居宅介護支援

事業所等のケア

マネジャー 

30件 基本調査項目 

電子メール 

（委託者で実

施） 

４ 
居所変更実態

調査 

・老人ホーム等

の施設 
60件 基本調査項目 

電子メール 

（委託者で実

施） 

５ 
介護人材実態

調査 
・介護事業所 130件 基本調査項目 

電子メール 

（委託者で実

施） 

 

（２）実施予定時期 

令和７年１２月頃（４週間程度） 
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３ 調査の概要 

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

①目的 

・市全域及び日常生活圏域ごとの地域課題把握 

・第１０期玉名市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定のための基礎資料など 

 

②アンケート調査の準備   

ア 前提条件 

（ア）対象者  委託者が選定した高齢者（要介護認定者除く） ２，３００人（内訳は、

市内の６日常生活圏域の高齢者を無作為に抽出した人数） 

（イ）調査内容  国及び県から示される「（第１０期）介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査」及び「実施の手引き」、指針等を基に受託者が提案すること。 

具体的な調査項目は、「必須項目」に「オプション項目」等を加え、両者で協議の

うえ決定する。 

（ウ）前述の「必須項目」は、見える化への登録、地域診断の活用を想定する。 

（エ）対象地域  市内全域 

（オ）抽出方法  対象者は委託者が選定し、その情報を受託者に提供する。 

（カ）調査方法  調査票の発送、回収は郵送方式により受託者が行う。 

（キ）想定回答率 約６０％ 

イ 調査票等の作成 

（ア）調査項目の内容は、委託者と受託者が協議のもと素案を作成し、受託者が作成す

る。なお、作成した実態調査（アンケート形式）内容については、委託者の承認を

得るものとする。 

（イ）本業務の実施に当って必要となる行政資料は、協議の上、委託者が受託者に貸与す

る。 

  ③アンケート調査の実施 

ア 調査票の印刷・封筒の発送等 

 （特記事項） 

（ア）調査票、発送用封筒及び返信用封筒の印刷 

・調査票及び封筒の印刷は委託者と受託者との協議のもと、受託者が作成する。 

また、発送用封筒及び返信用封筒並びに印刷代は受託者の負担とする。 

（イ）宛名ラベルの作成 

・調査対象者の抽出（データ）は委託者が行い、宛名ラベルの打ち出しは受託者が

行うものとする。抽出したデータは電子媒体で受け渡すものとする。 

（ウ）調査票の発送・回収 

・料金受取人払いの郵便局承認番号は、受託者が手続を行う。発送は、宛名ラ       
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ベル貼り、折込み・封入封緘作業を含み、受託者が行う。 

（エ）礼状兼督促状の送付 

・受託者は、調査回答期限前に対象者全員に葉書による礼状兼督促状を送付するも

のとする。 

イ 郵送費用 

調査票の発送、回収に係わる郵送料の費用は、全て受託者が負担するもの       

とする。 

 

  ④調査結果の集計・分析・考案 

ア データの点検、整理、入力 

（ア）数値データの点検及び整理を行った後に入力 

（イ）記述データの点検及び整理を行った後入力（自由記載欄のテキストデータ化） 

イ 結果の集計・分析・考察 

（ア）国及び県から示される指針等を参考とし、分析・考察を行うこと。 

（イ）分析に関しては、市全域及び日常生活圏域ごとに行うこと。 

（ウ）集計にあたっては、年齢・性別・圏域別等の基本属性との単純集計及びクロス集

計を行うこととし、また受託者が分析に必要な集計方法等を委託者へ提案する。 

（エ）地域包括ケア「見える化」システムへ登録のためのデータ作成 

（オ）在宅介護実態調査分析ソフトを用いた分析 

（カ）本市の高齢者を取り巻く環境・傾向・特徴・課題等を示す。 

（キ）過去の実態調査報告書の内容を踏まえた上での課題の抽出 

（ク）地域包括ケア「見える化」システムを用いた地域分析、他団体との比較及び課題

の抽出 

 

  ⑤調査結果報告書等の作成・印刷 

    ・委託者が指定した日までに最終的に完成品として調査結果報告書を作成すること。 

    ・調査結果報告書 冊子 Ａ４版 １０部（カラー刷り：分かり易く表記すること） 

・調査結果報告書の電子データ納品 ２種類 

（ＰＤＦ形式及び修正が可能な形式「W o r d、E x c e l など」） 

※納品時期は、協議の上決定する（令和８年３月頃を予定） 

 

（２）在宅介護実態調査 

①目的 

 ・在宅サービスを利用する要介護者及びその家族（介護者）の客観的な状態把握 

 ・在宅サービス利用者の現状、ニーズ等の把握 

 ・要介護者の在宅継続やその家族（介護者）の就労継続支援のために必要な施策の検討 

 ・第１０期高玉名市齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定のための基礎資料 
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②アンケート調査の準備 

ア 前提条件 

（ア）対象者 在宅での要介護認定者及びその家族を無作為抽出により１，２００人 

（イ）調査内容 国及び県から示される指針等を基に受託者が提案すること。 

具体的な調査項目は、「基本調査項目」と「オプション項目」等を加え、両者

で協議のうえ決定する。 

（ウ）対象地域 市内全域 

（エ）抽出方法 対象者は委託者が選定し、その情報を受託者に提供する。 

（オ）調査方法 要介護認定者（施設入所者等は除く。）に対し、調査票の発送、回収

は郵送方式により受託者が行う。 

（カ）想定回答率  約６０％ 

イ 調査票等の作成 

（ア） 調査項目の内容は、委託者と受託者が協議のもと素案を作成し協議会に意見等

を求め決定し、受託者が作成する。なお、作成した実態調査（アンケート形式）

内容については、委託者の承認を得るものとする。 

（イ）本業務の実施に当って必要となる行政資料は、協議の上、委託者が受託者に貸与

する。 

 

  ③アンケート調査の実施 

（１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を 

        

  ④調査結果の集計・分析・考察 

（１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を行うこと。 

 

 ⑤調査結果報告書等の作成・印刷 

（１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を行うこと。 

 

（３）在宅生活改善調査  

  ①目的 

    ・要介護者の適切な在宅生活の継続のため 

  ②アンケート調査の準備 

    （ア）対象件数 ３０件 

    （イ）調査票 国から示される調査票、実施の手引き、指針等を基に受託者が作成 

    （ウ）調査方法 調査票の発送・回収は電子メール 

    （エ）想定回答率 約１００％ 

  ③アンケート調査の実施 

   ・対象事業所への調査票の発送・回収は、委託者が行い、提出のあった調査票について受託
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者に渡す。 

  ④調査結果の集計・分析・考案 

   ・国からの指針等を参考とし、分析・考察を行う。 

  ⑤調査結果報告書等の作成・印刷 

 （１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を行うこと。 

 

（４）居所変更実態調査 

  ①目的 

   ・住み慣れた施設等における生活の継続のため 

  ②アンケート調査の準備 

   （ア）対象件数 ６０件 

   （イ）調査票 国から示される調査票、実施の手引き、指針等を基に受託者が作成 

   （ウ）調査方法 調査票の発送・回収は電子メール 

   （エ）想定回答率 約１００％ 

  ③アンケート調査の実施 

   ・対象事業所への調査票の発送・回収は、委託者が行い、提出のあった調査票について受託

者に渡す。 

  ④調査結果の集計・分析・考案 

   ・国からの指針等を参考とし、分析・考察を行う。 

  ⑤調査結果報告書等の作成・印刷 

 （１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を行うこと。 

 

（５）介護人材実態調査 

  ①目的 

   ・介護人材の確保、適切な役割分担の実現 

  ②アンケート調査の準備 

   （ア）対象件数 １３０件 

   （イ）調査票 国から示される調査票、実施の手引き、指針等を基に受託者が作成 

   （ウ）調査方法 調査票の発送・回収は電子メール 

   （エ）想定回答率 約１００％ 

  ③アンケート調査の実施 

   ・対象事業所への調査票の発送・回収は、委託者が行い、提出のあった調査票について受託

者に渡す。 

  ④調査結果の集計・分析・考案 

   ・国からの指針等を参考とし、分析・考察を行う。 

  ⑤調査結果報告書等の作成・印刷 

 （１）の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査と同様の作業を行うこと。 
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４ その他 

（１） 行政資料の貸与 

本業務の履行に当たり、必要となる行政上の資料等については、その都度、委託者 が受

託者に貸与する。受託者は、貸与された資料について十分な注意を払い取扱うものとし、

委託者の許可なく第三者に公表又は貸与してはならない。なお、受託者は貸与の必要がな

くなった場合は、速やかに返却すること。 

（２） 個人情報の保護 

受託者は、本業務を処理するために個人情報を取扱う場合は、玉名市個人情報保護条例

に掲げる事項を遵守しなければならない。 

    特に、調査票は複写を禁ずるとともに、報告書を納品する際に返却を行うこと。 

     また、作業の過程で、個人情報を含む情報を電子データとして保存している場合には、   

事前に消去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び   

処理予定日を書面により委託者に申請し、その承認を得なければならない。 

（３） 再委託の禁止 

受託者は、本業務を第三者に再委託してはならない。ただし、補助的業務等で第三者に

再委託しなければならない場合は、文書でその旨を通知し、委託者の承諾を受けなければ

ならない。 

（４） その他 

本仕様書に記載のない事項は、基本仕様書に記載のとおりとする。 


